
第５章 ＩＰ電話等からの緊急通報に係る位置情報通知共通システム 

 

１ 基本的な考え方 

 
研究懇談会では、０ＡＢ～Ｊ番号を利用したＩＰ電話・直収電話（以下「ＩＰ電話等」という。）

からの緊急通報に係る位置情報通知共通システム（以下「ＩＰ位置情報通知共通システム」とい

う。）について、第１章から第４章までを踏まえ、「ＩＰネットワークにおける緊急通報等重要通

信の確保方策」（平成１７年３月情報通信審議会答申）（以下「ＩＰ電話情報通信審議会答申」と

いう。）に沿って、次のような基本的な考え方に立って検討した。 
 
ア 消防機関の運用から見た考え方 
・１１９番通報の受付を行う消防機関の指令員が迅速に通報地点を特定できること。 
・ＩＰ電話等事業者により位置情報受信操作等が異なることがないこと。 
・指令台に搭載する通報地点表示部（自動出動指定装置・地図検索装置等）に遅延なく表示

できること。 
 
イ 緊急通報網の仕組みから見た考え方 

・ＩＰ電話情報通信審議会答申で示されている緊急通報機器・ネットワークと整合性が図ら

れた仕組みであること 
・消防機関及びＩＰ電話等事業者の費用対効果を考慮すること 

広域イーサネット等

緊急通報受理機
関ごとの閉域網

NTT東西の公衆電
話交換網（PSTN）

位置情報
受信装置

ISDN回線

IP電話端末

VoIPネットワーク

音声通話音声通話

アクセス回線

指令台

ルータ

位置情報通知
（位置情報取得）

MG
(注2)

SG
(注1)

音声回線
ネットワーク

IGS
(注3)

共通線信号網

指令台端末

① 呼設定・電話番号通知の流れ

② 音声通話の流れ

③ 位置情報通知の流れ

注1) SG (Signaling Gateway)： IPネットワークと
PSTNとの間で呼制御信号を仲介する装置

注2) MG (Media Gateway)： IPネットワークと
PSTNとの間で音声信号を仲介する装置

注3) IGS (Interconnecting Gateway 
Switch)：関門交換機。ＰＳＴＮと他の
ネットワークを相互接続する交換機。

電話番号通知
（電話番号取得）

電話番号通知
（電話番号取得）

位置情報
通知サーバ

接続先情報
データベース

加入者情報
データベース

呼制御
サーバ

・新規参入・撤退等も想定されるＩＰ電話等事業者の増減への影響を極力小さくすること。 
 

ネットワーク構成（０ＡＢ～Ｊ番号を利用したＩＰ電話からの緊急通報） 
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２ 発信位置情報の通知・取得 

 
 ア 通報者の意思確認 
  電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン第２５条第１項において、「電気通

信事業者は発信者情報通知サービスを提供する場合には、通信ごとに、発信者情報の通知を阻

止する機能を設ける」とされている。 
ＩＰ電話情報通信審議会答申において、通報者が１８４番を付加してダイヤル操作を行う場

合は、指令台に発信位置情報が通知されないが、この場合における発信位置情報については、

人の生命、身体等に差し迫った危険がある場合等に限り取得できる旨が記載されている。 
  ＩＰ位置情報通知共通システムの構築に際しては、これらの考え方に沿って、通報者の意思

確認を行うこととする。 
 
 イ 発信位置情報通知 

１８４発信でない場合の１１９番通報については、一般の通話における電話番号の通知・非

通知の設定にかかわらず、ＩＰ電話等事業者から消防機関の指令台等へ通報者の発信位置情報

を通知する。 
 
 ウ 発信位置情報取得 

１８４発信の場合の１１９番通報については、発信者電話番号の取得の場合と同様に、通話

中又は回線保留（代替機能により実現）中において、人の生命、身体等に差し迫った危険があ

る場合等に限り、電話番号取得機能により取得した電話番号を用いて、消防機関がＩＰ電話等

事業者に発信位置情報を要求し、ＩＰ電話等事業者が消防機関に発信位置情報を回答すること

により取得する。 
 
（音声通話の接続回線が緊急通報用ＩＳＤＮ回線でない場合は、電話番号取得ができないた

め、発信位置情報の取得はできない。） 
 

 

３ 発信位置情報の送信 
 

（１）接続回線 
ア 接続回線の種類 

ＩＰ電話情報通信審議会答申において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける位置情報通

知ネットワークの接続回線の種類については、広域イーサネット等とすることとされている。 
このネットワークについては、ＩＰ電話等事業者及び全ての消防機関を接続することとなる

ため、広域イーサネット等としての接続回線の種類については、 
・ＩＳＤＮ 
・専用線  
・フレームリレー  
・ＩＰ－ＶＰＮ  
・広域イーサネット 

が考えられる。 
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れらの接続回線サービスについて、コスト、信頼性等様々な観点から以下の検討を行った。 
 

以上の検討結果から、接続回線の種類はＩＰ－ＶＰＮとする。 

お、「携帯電話からの緊急通報における発信者位置情報通知機能に係る技術的条件」（平成

１

IP-VPN同様、回線事業者が提供するネットワーク網に一本
の回線をつなぐだけで複数の拠点との接続を可能とする方
式。IP-VPNに比べて柔軟なネットワーク構築が可能である
反面、ユーザー側も管理・運用知識等が必要となる。

回線事業者が提供するネットワーク網に一本の回線をつな
ぐだけで複数の拠点との接続を可能とする方式。
回線事業者網と各機関のルーターを接続するだけでフルメッ
シュ型のネットワークを構築できる。

回線事業者が提供するネットワーク網に、論理パスを設定
することで、一本の回線をつなぐだけで、パスを張った拠点
間の接続を可能とする方式

通信事業者と消防機関間全てに１本づつ専用の線をつなぐ
方式。

ＮＴＴの公衆回線網を経由して通信事業者と消防機関が接
続する方式。

広域イーサネットＩＰ－ＶＰＮ

フレームリレー専用線ＩＳＤＮ

IP-VPN同様、回線事業者が提供するネットワーク網に一本
の回線をつなぐだけで複数の拠点との接続を可能とする方
式。IP-VPNに比べて柔軟なネットワーク構築が可能である
反面、ユーザー側も管理・運用知識等が必要となる。

回線事業者が提供するネットワーク網に一本の回線をつな
ぐだけで複数の拠点との接続を可能とする方式。
回線事業者網と各機関のルーターを接続するだけでフルメッ
シュ型のネットワークを構築できる。

回線事業者が提供するネットワーク網に、論理パスを設定
することで、一本の回線をつなぐだけで、パスを張った拠点
間の接続を可能とする方式

通信事業者と消防機関間全てに１本づつ専用の線をつなぐ
方式。

ＮＴＴの公衆回線網を経由して通信事業者と消防機関が接
続する方式。

広域イーサネットＩＰ－ＶＰＮ

フレームリレー専用線ＩＳＤＮ

公衆回線網

通信事業者

通信事業者 通信事業者 通信事業者 通信事業者

通信事業者

通信事業者

通信事業者

通信事業者

通信事業者

 
こ

  

 
な

６年６月情報通信審議会答申）（以下「携帯電話情報通信審議会答申」という。）において、

携帯電話からの緊急通報に係る位置情報通知システム（以下「携帯位置情報通知システム」と

いう。）における位置情報通知ネットワークについては、接続回線の種類については広域イーサ

ネット等とすることとされており、具体的にはＩＰ－ＶＰＮとすることが決定されている。 

△

△

◎

△

○

◎

○

○

◎

○

○

◎

５点

所望しない宛先へのパ
ケット転送やポートミ
ラーリング※1によるパ
ケットモニタの危険性
あり

ブロードキャストパケッ
トが発生することから、
同一のネットワークに
は数十拠点しか収容で
きない

現在主流のＷＡＮサー
ビス。今後も安泰と考
えられている。

全体を考えたネット
ワーク設計が必要とな
る。またＩＰアドレスの管
理だけでなく、ルーティ
ングテーブルの管理も
必要

問題なし

距離に依存せず、定額
の料金体系
（約50,000円～60,000
円/月）

広域イーサネット

８点

広域イーサネットのよ
うな課題なし

特に制限なし

現在主流のＷＡＮサー
ビス今後も安泰と考え
られている。

ＩＰアドレスの管理が必
要

問題なし

距離に依存せず、定
額の料金体系
（約50,000円～60,000
円/月）

ＩＰ－ＶＰＮ

○

△

△

○

○

△

◎

×

△

○

○

×

○

×

△

○

○

×

問題なし専用ネットワークなので
最もセキュリティが高い

問題なしセキュリティ

特に制限なし。但し拠
点増加する度に、事業
者側でパスを増設する
ことが必要

拠点が増えるごとに事
業者側での回線増設が
必要

拠点増加するたびに回
線を増設していくことが
必要

接続拠点数
への影響

レガシーなサービスで
あり。いつまでサービ
ス提供されるか不明

当面問題なし当面問題なし将来性

－１点 ３点

ＩＰアドレスの管理が必
要

問題なし

距離に依存する料金
体系なため、広域イー
サネットやＩＰ-ＶＰＮに
比べ割高
（約65,000～100,000円
/月）

フレームリレー

ＩＰアドレスの管理が必
要

ＩＰアドレスの管理が必
要

保守運用性

問題なし問題なし信頼性

０点総合評価

事業者が各消防本部ご
とに専用線を引かなけ
ればならなくなり、莫大
な費用がかかる
（沖縄-東京間では
200,000円超/月）

専用線

従量課金のため、割高
となる可能性が大きい
（常時接続40km超で24
時間常時接続の場合
は、約580,000円/月）

コスト

検討項目 ＩＳＤＮ

注 ◎：２点、○：１点、△：０点、×：－２点で評価

以上の検討により、発信位置情報送信回線として、ＩＰ－ＶＰＮが最も適当であると考えられる。
結論

※1 ポートミラーリング
スイッチングHUBで, あるポートの通信内容と同じものを, 別のポートからも出力すること。

注 ◎２点 ○１点 △０点 ×－２点で評価 

「※ポートミラーリング 
 スイッチングＨＵＢで、あるポートの通信内容と同じものを、別のポートからも出力すること」  
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イ 接続回線数 

ＩＰ位置情報通知共通システムにおける位置情報通知ネットワークについては、信頼性の面

から冗長性を確保するために２回線で構成する。 
 
① 消防機関 
 信頼性の面から２つのネットワークにそれぞれ１回線ずつの２回線で接続する。 

  ただし、コストの観点等の特別の事情がある場合には、そのうちの１つのネットワークに１

回線で接続することも可能とする。 
 
② ＩＰ電話等事業者 
 信頼性の面から２つのネットワークにそれぞれ１回線ずつの２回線で接続する。 
 

 
 
ウ 回線速度 

発信位置情報の１通信当たりの通信量は８Ｋｂｐｓと考えられる。 
また、ＩＰ－ＶＰＮサービスの 低回線速度は６４Ｋｂｐｓとなっている。 
よって、 低回線速度の６４Ｋｂｐｓとした場合には、おおよそ、同時に８つの発信位置情

報の受信等が可能になると考えられる。 
 

① 消防機関 
消防機関の指令台の席数は、Ｉ型（人口１０万人程度）で２席、Ⅱ型（人口３０万程度）で

３席、Ⅲ型（人口５０万程度）で５席、政令指定都市で１０～１６席となっている。 
よって、６４Ｋｂｐｓを基本としつつ、政令指定都市等の指令台席数の多い消防機関につい

ては、指令台の全ての席に対して同時に発信位置情報が送信される場合等も想定して、それ以

上の回線速度を選択することも可能とする。 
 
② ＩＰ電話等事業者 
発信位置情報の送信等のためのトラフィックに応じて、それぞれの事業者で適切な回線速度

を選択する。 
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エ 接続回線提供
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現時点において、上記４社であれば、どこの業者のサービスを使用しても同等であると考えられる。
よって、業者選定等においては、運営主体による入札・コンペ方式等の公平性を保つ方式により決定することが望ま
しいと思われる。また、より良品質かつ安価なシステムとするため、契約は一定期間とし、契約期間満了後は、再度
提供業者抽出の上、選定しなおすことが望ましい。

結論

全国全国全国国サービス可能提供地域

128k～1G
）

64k～１Ｇ64k～１Ｇk～１Ｇ

TM、ADSL、イー
サネット等サネット等イーサネット等イーサネット等

PENeXSolteriaKDDI IP-VPNサービスArcstar IP-VPNサービス名

L3装置までを24時間365日にわ
たり一元監視
ワンストップでの迅速な切り分
け・復旧が可能になるなど、万
が一の故障時にもサポート

有り

約66,000円／月
(宅内L3装置提供料含む)

全

64選択可能な

（混在可能（混在可能）（混在可能）（混在可能）帯域幅

専用線、A専用線、ATM、ADSL、イー専用線、ATM 、ADSL、専用線、 ATM 、ADSL、アクセス方式

パワードコム

365日24時間サービス網を構成
する伝送路・伝送設備・ルータ設
備の監視制御、保守点検作業、
故障対応業務実施

①故障受付は24時間365日、故
障修理は営業時間内のみ
②故障受付、故障修理ともに、
24時間365日の２パターン有り

①故障受付は24時間365日、故
障修理は営業時間内のみ
②故障受付、故障修理ともに、
24時間365日の２パターン有り

保守体制

有り

約52,000円／月

日本テレコム

有り有りサービス品質保証制度（SLA）

約51,000円／月

ＫＤＤＩ

約48,000円／月コスト
④の検討結果である128kの場
合の価格（HP掲載価格）
【高速ディジタル・メタル回線】

ＮＴＴコミュニケーションズ項目

サービス品質保証制度・・・網内の遅延時間について一定の保証基準を設け、その設定値を満たさなかった場合、あらかじめ定められた料金を返還する制度

事業者 

め、接続回線提供事業者としては、ＩＰ－

ＰＮサービスを全国規模で展開している事業者であることが必要となる。 
Ｐ－ＶＰＮサービスを全国規模で展開している事業者の例は、以下のとおりで

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 後述の「１１９番緊急通報の在り方に関する研究懇談会」に設置する中立的な「ＩＰ－ＶＰＮ

事業者選定委員会」において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける位置情報通知ネットワー

ク して求められるＩＰ－ＶＰＮの仕様を定め、ＩＰ－ＶＰＮ事業者から費用見積等を提出させ、

適当なＩＰ－ＶＰＮ事業者を２社推奨する。 
 されたＩＰ－ＶＰＮ事業者とＩＰ電話等事業者が契約して、位置情報通知のた

めの て、当該ネットワーク

に消 報通知ネット

ワー

 

ＩＰ位置情報通知共通システムにおける位置情報通知ネットワークについては、ＩＰ電話等

事業者及び全ての消防機関を接続することとなるた

Ｖ

現時点で、Ｉ

ある。 
 

と

も

まず、この推奨

ネットワークを準備し、当該ＩＰ－ＶＰＮ事業者と消防機関が契約し

防機関が接続していくことで、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける位置情

クを構築することが可能である。 



（ ）通信プロトコル 

コルについてはＩＰとし、トランスポート層のプロトコルについて

は

れている。 

携帯電話情報通信審議会答申において、携帯位置情報通知システムにおける位置情報

通知ネットワークの通信プロトコルについても 用いることとされている。 

２２

ネットワーク層のプロトネットワーク層のプロト

ＴＣＰとする。 
ＩＰ電話情報通信審議会答申において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける通信プロト

コルについては、ＨＴＴＰ（HyperText Transfer Protocol）を用いることとさ

ＴＣＰとする。 
ＩＰ電話情報通信審議会答申において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける通信プロト

コルについては、ＨＴＴＰ（HyperText Transfer Protocol）を用いることとさ

 
なお、

 
なお、

ＨＴＴＰをＨＴＴＰを

 

ＩＰ位置情報通知共通システムと携帯位置情報通知システムについては、接続回線の種類、

通信プロトコルを共通のものとすることにより、下図のように、共通のプラットフォームを構

成することが可能となる。 
 

  

  

  
位置情報

受信装置

携帯電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報

受信装置

ＩＰ電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー
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（ ）通信プロトコル 

コルについてはＩＰとし、トランスポート層のプロトコルについて

は

れている。 

携帯電話情報通信審議会答申において、携帯位置情報通知システムにおける位置情報

通知ネットワークの通信プロトコルについても 用いることとされている。 
 

ＩＰ位置情報通知共通システムと携帯位置情報通知システムについては、接続回線の種類、

通信プロトコルを共通のものとすることにより、下図のように、共通のプラットフォームを構

成することが可能となる。 
 

位置情報

受信装置

携帯電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報

受信装置

ＩＰ電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報

受信装置

ＩＰ電話事業者

広域

消防本部

イーサネット等

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報通知
サーバー

携帯電話事業者

携帯電話発信地表示プラットフォームＩＰ電話発信地表示プラットフォーム

ＩＰ/携帯電話発信地表示共通プラットフォーム

共通化
位置情報

受信装置

位置情報

受信装置

携帯電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報

受信装置

位置情報

受信装置

ＩＰ電話事業者

広域イーサネット等

消防本部

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報

受信装置

位置情報

受信装置

ＩＰ電話事業者

広域

消防本部

イーサネット等

位置情報通知
サーバー

ＴＣＰ/ＩＰ

ＨＴＴＰ

位置情報通知
サーバー

携帯電話事業者

携帯電話発信地表示プラットフォームＩＰ電話発信地表示プラットフォーム

IP-VPN IP-VPN 共通化

ＩＰ/携帯電話発信地表示共通プラットフォーム

IP-VPN 
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（３）送信等のフォーマット 

への位置情報の送信フォーマットをVoIP Location Report、消防機関から

Ｉ

Ｌ

（ Xtensible Markup Language）文法により記述することとされている。 

て標準化されたＭＬＰ（Mobile Location Protocol）に準拠しＸＭ

Ｌ 法により記述することとされている。 

 
ＩＰ位置情報通知共通システムと携帯位置情報通知システムについては、接続回線の種類、

通信プロトコルは共通のものとし、送受信インターフェース仕様を同様のものとすることも可

能であることから、発信位置情報の内容以外は共通のものとすることができる。 
  そのため、発信位置情報の内容を同じにすることで、消防機関側において１つのシステムで

両方の位置情報を表示することが可能となることから、発信位置情報の共通化について検討し

た。 

トランス
ポート層

ネットワー
ク層

ＩＰ電話情報通信審議会答申において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおけるＩＰ電話等

事業者から消防機関

Ｐ電話等事業者への位置情報の要求フォーマットをVoIP Location Request、位置情報の要

求に対する回答フォーマットを VoIP Location Answer と仮称することとされ、ＸＭ

e
これらＩＰ位置情報通知共通システムにおける送受信インターフェース仕様を VoIP 

Location Protocol と呼ぶこととする。 
 
なお、携帯電話情報通信審議会答申において、携帯位置情報通知システムにおける発信位置

情報の送信等のフォーマットは、位置情報提供側と位置情報利用側との間での位置情報の送受

信インターフェース仕様とし

文

 
VoIP Location Protocol については、ＭＬＰと同様なものとすることも可能である。 
 

携帯電話の場合のプロトコルスタック ＩＰ電話の場合のプロトコルスタック

 

 

（４）発信位置情報の内容 

  ＩＰ電話情報通信審議会答申において、ＩＰ位置情報通知共通システムにおける発信位置情

報の内容については、通報者電話番号、住所（郵便番号、住所コード、住所、番地・号、肩書）、

氏名（フリガナ、漢字氏名）とされている。 
   

なお、携帯電話情報通信審議会答申において、携帯位置情報通知システムにおける発信位置

情報の内容については、通報者電話番号、発信地（緯度、経度、精度情報）、高度、高度精度と

されている。 

ＩＰ

ＴＣＰ

ＨＴＴＰ

VoIP Location Protocol（仮称）・・・ＸＭＬ表記

送信フォーマット ・VoIP Location Request
・VoIP Location Answer

送信フォーマット ・VoIP Location Report

取得時使用サービス

通知時使用サービス

送信フォーマット ・Emergency Location Immediate Request
・Emergency Location Immediate Answer
・Emergency Location Immediate Report

送信フォーマット ・Emergency Location Report

取得時使用サービス Emergency Location Immediate Service

通知時使用サービス　Emergency Location　Reporting Service

アプリケー
ション層

Mobile Location Protocol（ＭＬＰ）・・・ＸＭＬ表記

ＩＰ

ＴＣＰ

ＨＴＴＰ

トランス
ポート層

ネットワー
ク層

ＩＰ

ＴＣＰ

ＨＴＴＰ

VoIP Location Protocol（仮称）・・・ＸＭＬ表記

送信フォーマット ・VoIP Location Request
・VoIP Location Answer

送信フォーマット ・VoIP Location Report

取得時使用サービス

通知時使用サービス

送信フォーマット ・Emergency Location Immediate Request
・Emergency Location Immediate Answer
・Emergency Location Immediate Report

送信フォーマット ・Emergency Location Report

取得時使用サービス Emergency Location Immediate Service

通知時使用サービス　Emergency Location　Reporting Service

アプリケー
ション層

Mobile Location Protocol（ＭＬＰ）・・・ＸＭＬ表記

ＩＰ

ＴＣＰ

ＨＴＴＰ
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XML

共通電文

共通プロトコル

XML

VoIP
Location Report

未定

XML

Emergency 
Location Report

MLP

位置情報

受信装置

XML

共通電文

共 プロトコル

電話事業者

通

携帯電話事業者

IP

消防本部

案１：発信位置情報の共通化 案２：発信位置情報の非共通化

（位置情報受信装置１台で対応）

IP電話事業者

位置情報

受信装置

消防本部

ＩＰ－ＶＰＮ

携帯電話事業者

XML

VoIP
Location Report

未定

XML

Emergency 
Location Report

MLP

案３：発信位置情報の非共通化

（別々の位置情報受信装置で対応）

IP電話事業者

位置情報

受信装置

ＩＰ電話用

消防本部

携帯電話事業者

位置情報

受信装置

携帯電話用

○コ

－１点

新たなコストは発生せず○新たなコストは発生せず×共通仕様開発のための費用が上積みされるスト（通信事業者負担）

○

○

○

×

特に問題なし

特に問題なし

位置情報受信装置１台で対応可能（４，０００万円程度）

共通仕様の検討が必要（携帯は既に決定済み）

案１：発信位置情報の共通化

位置情報受信装置が２台必要となる（５、０００万円程度）

新しい仕組みは不要（総務省答申通り）

１点

特に問題なし

位置情報受信装置２台なので、若干煩雑

案３：発信位置情報の非共通化
（別々の位置情報受信装置で対応）

○

△

保守運用のし易さ(消防本部)

のし易さ（通信事業者）

位置情報受信装置１台で対応可能（４，０００万円程度）コスト(消防本部負担)

各位置情報へ対応する仕組みが必要可能性

○

○ △特に問題なし

４点総合

○特に問題なし保守

×

○実現

判定

運用

案２：発信位置情報の非共通化
（位置情報受信装置１台で対応）

項目

注 ◎：２点、○：１点、△：０点、×：－２点で評価

発信位置情報については、ＩＰ、携帯で共通化せず（総務省答申通り）、位置情報受信装置１台で対応させることが望ましい

結論

ＩＰ－ＶＰＮ ＩＰ－ＶＰＮ指令
システム

指令
システム

指令
システム

位置情報

位置情
（ＩＰ用電文）

報
位置情報

（ＩＰ用電文）

位置情報
（携帯用電文）

位置情報
（携帯用電文）

（共通電文）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＩＰ電話等からの１１９番通報と携帯電話からの１１９番通報について、異なった内容の発信

位置情報が送られてくることが事前に分かっている場合には、発信位置情報を共通化しなくとも、

共通化した場合とほとんど変わらないコストで消防機関側の位置情報表示システムを開発するこ

とができるとのことであった。 
 以上の検討結果から、ＩＰ電話等からの１１９番通報と携帯電話からの１１９番通報について、

発信位置情報の共通化は行わず、消防機関の指令台等において同様の表示を行うことにより対応

することが適当である。 
 
 よって、発信位置情報の内容については、基本的には、ＩＰ電話情報通信審議会答申に沿った

ものとする。 
  

な 、ＩＰ電話情報通信審議会答申においては、住所範囲の要素として「郵便番号」が含まれ

ており、平成１８年１月に改正された電気通信事業法の事業用電気通信設備規則及び関連告示で

、ＩＰ電話等事業者に対して、緊急通報を取り扱う際の「郵便番号」の通知が義務づけられて

年４月） 

に

ま られる。 

な

共

」の平成１８年３月版においては、研究懇談会における多数意見を反映し、

信位置情報を以下のものとした場合の記述としている。 

 

 

 
お

は

いるところである。（施行：平成１９

しかしながら、研究懇談会において、システムの具体的な仕様検討を行ったところ、住所情報

ついては、他の方法により代替可能であるとの指摘があったことから、費用対効果の観点も踏

えたうえで詳細な検討を行うことが必要と考え

 
お、発信位置情報の内容については、今後、詳細な検討が必要であるが、ＩＰ位置情報通知

通システムについての詳細について定めた「ＩＰ電話等からの緊急通報に係る位置情報通知シ

テム 技術的条件書ス

発

①通報者電話番号 
②住所 （住所コード、住所、番地・号、肩書） 

 ③氏名 （フリガナ、漢字氏名） 
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（＊１）（＊１）

指令制御装置指令制御装置 指令台指令台

（＊２）（＊２）

付加装置付加装置

ＩＰ－ＶＰＮ等 位置情報
受信装置

緊急通報用ＩＳＤＮ
（１１９番回線）

L3-
SW等

（＊１）（＊１）

指令制御装置指令制御装置 指令台指令台

（＊（＊２２））

付加装置付加装置

位置情報
受信装置

緊急通報用ＩＳＤＮ
（１１９番回線）

ＩＰ－ＶＰＮ等 L3-SW等

（税込み）37,380,000合計

（税別）35,600,000合計

現地調整、試験、交通費含む6,000,0001指令制御装置改造5

現地調整、試験、交通費含む5,000,0001地図検索装置改造4

現地調整、試験、交通費含む7,000,0001自動出動指定装置改造3

高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ回線128Kbpsを使用時100,0001ＩＰ－ＶＰＮ網等初期工事費2

500,0001５）設置工事費

7,500,0001４）導入調整・試験費

L3ｽｲｯﾁ:1台、ﾙｰﾀ:1台､HUB:1台1,500,0001３）付属機器

5,500,0001２）ソフトウエア

2,500,0001１）ハードウエア

位置情報受信装置1

備考金額（円)数量品名項

概算見積（位置情報受信装置シングル構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化）

（税込み）47,460,000合計

（税別）45,200,000合計

現地調整、試験、交通費含む6,000,0001指令制御装置改造5

現地調整、試験、交通費含む5,000,0001地図検索装置改造4

現地調整、試験、交通費含む7,000,0001自動出動指定装置改造3

高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ回線128Kbpsを使用時200,0002ＩＰ－ＶＰＮ網等初期工事費2

1,000,0001５）設置工事費

9,000,0001４）導入調整・試験費

L3ｽｲｯﾁ:2台、ﾙｰﾀ:2台､HUB:1台3,000,0002３）付属機器

9,000,0002２）プログラム使用料

備考金額（円)数量品名項

概算見積（位置情報受信装置２重化構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：２重化）

5,000,0002１）ハード

位置情報受信装置1

位置情報受信装置シングル構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化

位置情報受信装置２重化構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：２重化

L3-SW等

４ 位置情報の受信・表示 
 

１）発信位置情報の受信装置 
 

ア 指令台での受信方式 

 
① 指令台を新規に更新する場合 
 指令台を新規に更新する場合は、指令制御装置及び指令台に接続して発信位置情報を受信す

る方式（次図の＊１）とすることを可能とする。 
 
② 既存の指令台を改修する場合 
既存の指令台を改修する場合は、指令制御装置を改修して指令制御装置及び指令台に接続し

て受信する方式（次図の＊１）に加え、付加装置を用いて指令制御装置及び指令台に接続する

方式（次図の＊２）とすることも可能とする。 
 
 

 

 

（

 

なお、１１９番通報の音声通話呼については、ＥＰＢＸ（交換機）によって受信する方式（＊

Ｎ－アナログに変換）等で指令台に接続し、受信する方式（＊２）がある。 

 発信

（

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
※ ここで示した費用については、あくまでも指令台・位置情報受信装置のメーカーの１つが

現時点の見積として提示した参考額である。） 
 

イ 簡易型端末での受信方式 

指令台を前提としないでも、簡易型端末を用いて発信位置情報を受信する方式も可能とする。 
簡易型端末での受信方式の場合には、１１９番通報の音声通話呼と発信位置情報通知とは連

動しないこととなる。 

１）とＴＡ（ＩＳＤ
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ＥＰＢＸ（交換機）ＥＰＢＸ（交換機）

ＴＡＴＡ
電話機（＊１）（＊１）

（＊２）（＊２）
緊急通報用ＩＳＤＮ

ＩＰ－ＶＰＮ等

簡易型端末

住所 ○○市○○町
氏名 消防 太郎
電話番号 03-1234-5678

ＥＰＢＸ（交ＥＰＢＸ（交換機）換機）

ＴＡＴＡ
電話機（＊１）（＊１）

（＊２）（＊２）
緊急通報用ＩＳＤＮ

末

（税込み）8,400,000合計

時

200,0001５）設置工事費

3,000,0001４）導入調整・試験費

L3ｽｲｯﾁ:1台､HUB:1台1,400,0001３）付属機器

3,000,0001２）プログラム使用料

300,0001１）ハード

簡易型端末1

備考金額（円)数量品名項

概算見積（簡易型端末：１台構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化）

ＩＰ－ＶＰＮ等 （税別）8,000,000合計

高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ回線128Kbpsを使用100,0001ＩＰ－ＶＰＮ網等初期工事費2

簡易型端

（税込み）12,600,000合計

（税別）12,000,000合計

高速ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ回線128Kbpsを使用時100,0001ＩＰ－ＶＰＮ網等初期工事費2

300,0001５）設置工事費

4,500,0001４）導入調整・試験費

L3ｽｲｯﾁ:1台､HUB:1台1,400,0001３）付属機器

5,000,0002２）プログラム使用料

概算見積（簡易型端末：２台構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化）

600,0002１）ハード

簡易型端末1

備考金額（円)数量品名項

簡易型端末：１台構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化

簡易型端末：２台構成、ＩＰ－ＶＰＮ網等：１重化

簡易型端末導入の概算見積 
（税込）

ノートＰＣを使用した基本機能タイプ 
（発信位置情報の文字表示・地図上表示機能） 
○ハード 約１５万円 
○プログラム使用料 約１５０万円 
○付属機器 約２０万円 

→約２００万円＋導入調整・試験費＋設置工事費

○ＩＰ－ＶＰＮ初期設置工事 約１０万円 

 
Ｌｉｎｕｘ装置を使用した高機能・信頼性タイプ
（発信位置情報の文字表示・地図上表示・緯度経度と

   約２５０万円 
○プログラム使用料 約３８０万円 
○付属機器 約２０万円 
○ＩＰ－ＶＰＮ初期設置工事 約１０万円 
○導入調整・試験及び設置工事 約１４０万円 
→約８００万円

住所の相互変換・高度な動作確認試験機能） 
○ハード（ＵＰＳ ディスプレイ２台等含む） 

 

 

 

 

 

（ あくまで 

考額である。 
導入する消防機関が増加し、又は、消防 

機関において一括導入する等の対応が可能 
であれば、導入費用については、さらに低 
廉なものになると考えられる。） 

２）発信位置情報の表示方法 
発信位置情報の表示方法としては、文字表示、地図上表示の２通りがあり、両方を行う場合

を加えて３通りの方法がある。 
  

 指令業務の効率性を勘案すれば、当然、文字表示と地図上表示の両方を行うことが適当であ

ると考える。 

 

 

 
 

 
※ ここで示した費用については、

も、２００の消防機関が５年間で個別に導 
入することを前提に、簡易型端末のメーカ 
ーの１つが、現時点の見積として提示した 
参

 
 

（

 

 

　■　■ 表示は文字のみ表示は文字のみ

　　　・文字のみの表示のため通報場所が発災場　　　・文字のみの表示のため通報場所が発災場
　　　　所でない場合迅速な対応に課題がある。　　　　所でない場合迅速な対応に課題がある。

　　　　　　

　■　■ 表示は文字・地図表示は文字・地図

　　　・文字、地図が表示されるので、通報場所が　　　・文字、地図が表示されるので、通報場所が
　　　　　　　　
　　　　　　　　る。る。
　　　・地図検索装置には地図からの発災地決定　　　・地図検索装置には地図からの発災地決定

（例１）

（例２

（例３）
発災場所でない場合でも迅速な対応ができ発災場所でない場合でも迅速な対応ができ

）
　■　■ 表示は表示は地図地図のみのみ

　　　・　　　・地図地図のみの表示のため通報場所のみの表示のため通報場所住所の住所の
　　　　認識に　　　　認識に課題がある。課題がある。

　　　　機能が必要である。　　　　機能が必要である。
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（３）発信位置情報の表示の流れ 

指令台での受信方式の場合 

 １８４発信でない場合 
１８４発信でない１１９番通報の場合、発信位置情報は以下のように表示される。 
・ＩＰ電話等事業者から指令台に、発信者電話番号表示機能により、通報者の電話番号が

自動的に通知される。 
・ＩＰ電話等事業者から指令台に、発信位置情報が自動的に通知される。 
・指令台において、発信者電話番号表示機能により通知された電話番号により、発信位置

情報と音声通話を自動的に結びつける。 
情報の文字表示及び地図上表示がされる。 

回線でない場合は、電話番号通知がされないた

びつけることはできない。） 

②

置情報は以下のように表示される。 
取得ボタンを押下する。 

に、発信者電話番号取得機能により、通報者の電話番号が

回答される。 
・指令台からＩＰ電話等事業者に、取得した電話番号を用いて発信位置情報を要求する。 

令台に、発信位置情報が回答される。 

て、発信位置情報の文字表示及び地図上表示がされる。 

情報の取得及び表示はできない。） 
 

番号を強制取得できたとしても、取得した電話番号を用いて発信位置情報を要求することが

できないため、発信位置情報の取得及び表示はできない。 

 

ア 

①

・指令台ディスプレイにおいて、発信位置

 
（音声通話の接続回線が緊急通報用ＩＳＤＮ

め、発信位置情報と音声通話とを自動的に結

 
 １８４発信の場合 
１８４発信の１１９番通報の場合、発信位

・指令台において、発信位置情報等の強制

・ＩＰ電話等事業者から指令台

・ＩＰ電話等事業者から指

・指令台において、取得した発信位置情報と音声通話を自動的に結びつける。 
・指令台ディスプレイにおい

 
（音声通話の接続回線が緊急通報用ＩＳＤＮ回線でない場合は、電話番号取得ができないた

め、発信位置

イ 簡易型端末での受信方式の場合 

① １８４発信でない場合 
１８４発信でない１１９番通報の場合、発信位置情報は以下のように表示される。 
・ＩＰ電話等事業者から簡易型端末に、発信位置情報が自動的に通知される。 
・簡易型端末ディスプレイにおいて、発信位置情報の文字表示及び地図上表示がされる。 
 
なお、音声通話が接続される消防機関の指令台等と発信位置情報が通知される簡易型端末

はそれぞれ独立していることから、音声通話と発信位置情報とを自動的に結びつけることは

できない。 
 
② １８４発信の場合 
１８４発信の１１９番通報の場合、音声通話が接続される消防機関の指令台等と発信位置

情報が通知される簡易型端末はそれぞれ独立していることから、消防機関の指令台等で電話



（４）発信位置情報の受信・表示の在り方 
 
 示の在り方として、指令台での受信方式と簡易型端末での受

信方 性等の観点から以下の検討を行った。 

 

防指令システムを導入済みの消防機関においては、指令台での受信

方式

消 が不可能なことから、

簡易

な ステムを導入済みの消防機関において、指令台の更新時期との関係等で指

令台

ある

 

望ましい発信位置情報の受信・表

式について、指令業務の効率

 

×複数台運用不可○複数台運用可能表示画

△道路地図○住宅地図地図表

△１１

×システム

１点

音声と位置情報の人的結び付けが必要なため運用が煩雑

通報点の確認が行える

０万円程度）が発生

可能

○

◎

○

△消防本

総合判定

△

○
運用の

○ＩＰ通信

◎への導入時も改造コストのみコスト

○実現性

音声受付と非連動

端末の機器導入コスト（端末単体で８０

○

○

音声受付とともに自動連動が可能部への影響

（約３，５００～４，５００万円）

案２：簡易型端末での受信

既設システム

可能

案１：指令台での受信項目

なし○

なしデメリット

災害点確定が迅速に行えるメリット
メリット・デメリット

なし事業者への影響

通報数の多い消防機関には不向き○輻輳時でも操作等に影響なし規模への影響

面数

示

一覧表示のみ。受付回線毎の自動連動表示不可○受付回線毎に自動連動表示可能９通報輻輳時の対応

１１点

注 ◎：２点、○：１点、△：０点、×：－２点で評価

以上の検討結果から、消

を導入することが望ましい。 
防指令システムを未導入の消防機関においては、指令台での受信方式

型端末での受信方式を導入することとなる。 
お、消防指令シ

等の改修が難しい場合には、暫定的に簡易型端末等での受信方式を導入することも可能で

。 
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５ 携帯位置情報通知システムとの関係 

コスト等の観点から以

下の検討を行った。 

  
（２

 

 
  以上の検討結果から、ＩＰ位置情報通知共通システムと携帯位置情報通知システムについて

は、接続回線及び位置情報受信装置を共通化することが適当である。 
 

 
 ＩＰ位置情報通知共通システムと携帯位置情報通知システムについては、接続回線及び位置情

報受信装置を共通化することが可能であることから、それぞれについて、

 
（１）接続回線 

○

△

○

○

△

○

×

○

△

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

特に影響なし特に影響なし

キャリア側（通報サーバ）

消防側（指令台）

キャリア側

消防側 高価（約１２万円／月 IP、携帯で個別に費用必要）安価（約６万円／月）

キャリア側

消防側

共通の場合と同等非共通の場合と同等

セキュリティ

特に影響なし（共通の場合と同等）特に影響なし（個別の場合と同等）

ﾗﾝﾆﾝｸﾞ

ｲﾆｼｬﾙ

障害を起こした回線以外は利用可能ＩＰ、携帯同時に利用不可回線障害発生時

４点７点総合判定

保守運用の煩雑化保守運用の効率化保守運用

改造規模が多い（各々に対応が必要）改造規模が少ないシステムへの
影響

共通の場合と同等非共通の場合と同等

高価（約１６万円 IP、携帯で個別に費用必要）安価（約８万円）

コスト

技術的問題がない技術的問題がない実現性

非共通共通項目

）位置情報受信装置 

○障害発生装置以外は利用可能△ＩＰ・携帯同時に利用不可装置障害発生時

３点

ＩＰ、携帯で各々対応必要

保守運用の煩雑化、設置スペースが必要

なし

なし

影響大（表示・操作が異なる可能性がある）

高価（約２８０万円／年 ＩＰ、携帯で各々に必要）

高価（約２，８００万円 ＩＰ、携帯で各々に必要）

個別

IP、携帯の個々の仕様で実現可能

○

○

○

△

○

○

○

○

△影響小消防本部への影響

△１台で両方対応可能簡易型端末における運用

７点総合判定

△なしﾃﾞﾒﾘｯﾄ

△
既設システムへの導入が容易
機器保守の一元化

ﾒﾘｯﾄ
運用のメリット・デメリット

○インタフェースの共通化が必要ＩＰ通信事業者への影響

△安価（約１４０万円／年 位置情報受信装置の共通化）ﾗﾝﾆﾝｸﾞ

△安価（約１，４００万円 位置情報受信装置の共通化）ｲﾆｼｬﾙ（導入費）

実現 IP、携帯の仕様共通化により実現可能 ○

コスト

性

共通項目
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６ ＩＰ位置情報通知共通システムの在り方 
 

 

 

 

の 月版を、本報告書の別

として添付する。 

 

なお、これらの技術的条件書については、平成１８年度におけるＩＰ位置情報通知共通システ

ム及び携帯位置情報通知システムの構築に向けた取り組みの過程で、必要に応じて修正されるこ

とがある。 

 

 

 

以上の検討の結果、望ましいＩＰ位置情報通知共通システムの在り方を図示すれば、以下のよ

うになると考える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このＩＰ位置情報通知共通システムについての詳細について定めた「ＩＰ電話等からの緊急通

報に係る位置情報通知共通システム 技術的条件書」の平成１８年３月版を、本報告書の別冊と

して添付する。 

ＩＰ－ＶＰＮ
緊急通報受理機関
ごとの閉域網

・運営主体：民間会社

ＩＰ、携帯の差異は
消防側で吸収

64Kbps

システム構成（ＮＴＴ固定電話・０ＡＢ～Ｊ番号のＩＰ電話等・携帯電話からの緊急通報）

 

また、参考として、携帯位置情報通知システムについての詳細について定めた「携帯電話から

緊急通報に係る位置情報通知システム 技術的条件書」の平成１８年３

冊
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７ 費用負担の在り方 
 
（

者側 
ＩＰ電話等事業者側の導入費用としては、 

 
イ 消防機関側 
 消防機関側の導入費用としては、 
① 指令台改修の場合 
 ・位置情報受信装置の設置費用 ・指令台の改修費用  
・ＩＰ－ＶＰＮネットワーク接続初期工事費用 
等が考えられる。 

② 簡易型端末設置の場合 
指令台に連動させず位置情報表示簡易型端末を設置する場合には、 
・簡易型端末設置費用 ・ＩＰ－ＶＰＮネットワーク接続初期工事費用 
等が考えられる。 

２）システム運用費用 

ア ＩＰ電話等事業者側 

知のための住所情報等の更新・入力費用 
・ＩＰ－ＶＰＮネットワーク回線利用料（１１０番・１１８番を含めて月３０万円程度～） 

しては、 
・位置情報受信装置・指令台（位置情報表示簡易端末）の維持管理費用 

（３）費用負担 

 携帯位置情報通知システムの場合と同様に、ＩＰ電話等事業者側の費用についてはＩＰ電話

等事業者が負担し、消防機関側の費用については消防機関が負担することとし、消防機関側か

らＩＰ電話等事業者側に対する位置情報通知等の費用負担は発生しないこととする。 
 

 

１）システム導入費用 

ア ＩＰ電話等事業

・呼制御サーバ・位置情報通知サーバ等の設置・改修費用 
・ＩＰ－ＶＰＮネットワーク接続初期工事費用 
・位置情報通知のための住所情報等の作成・入力費用 
等が考えられる。 

 

 

 
（

ＩＰ電話等事業者側の運営費用としては、 
・呼制御サーバ・位置情報通知サーバ等の維持管理費用 
・位置情報通

等が考えられる。 
  
イ 消防機関側 
消防機関側の運営費用と

・ＩＰ－ＶＰＮネットワーク回線利用料（月５万円又は１０万円程度～） 
等が考えられる。 

 

 

 72



８ 移行スケジュール 
 

（１）ＩＰ位置情報通知共通システムへの移行の必要性 

 位置情報通知共通システムが開始されると、現在行われているそれ

ぞ ステム（以下「現システム」という。）とＩＰ位

置

 
ア

通システムへの移行が進むことにより、現システムの運用のためにＩＰ

話等事業者が消防機関に設置している発信位置を文字表示するための端末の設置・維持管理

とができる。 
せることができれば、両システムを重複運用するための

ができる。 
ことを促進し、さらに現システム

の 者の負担軽減の観点から望ましい。 
 

の１１９番通報に係る

発 自動的に１つの画

面 るようになる。そのため、ＩＰ位置情報通知共通システムを早期に導入

することが、消防機関における指令業務の効率性の観点から望ましい。 
消防機関において、ＩＰ位置情報通知共通システムの導入・運営費用

置することは必ずしも容易でないと考えられる。 
 
（２

 

ア

  指令台と連動させたＩＰ位置情報通知共通システムを導入するためには、

台の改修が必要となる。ＩＰ位置情報通知共通システムの導入については、指令台の改修

時 の考え方もある。 
した場合、アン

ケート調査によると、５割弱の指令台が平成２４年度までに、過半数の指令台が平成２５年度

までに、８割弱の指令台が平成２８年度までに改修時期を迎えると考えられる。 
 なお、消防・救急無線のデジタル化への移行期限が平成２８年５月となっており、アンケー

ル化への移行に合わせて指令システムの更新や指令業務の共同運用の

実施に伴う指令台の改修が行うと回答した消防機関も多くなっている。 
 

 携帯位置情報通知システムが平成１９年４月から開始されるが、通報者がＧＰＳ測位方式に

対応した移動機を利用しない限り、ＧＰＳ測位方式による高精度な位置情報を指令台に通知す

ることはできない（セルベース測位方式による位置情報通知は可能）。 
  
 

 平成１９年４月からＩＰ

れのＩＰ電話等事業者による位置情報通知シ

情報通知共通システムが重複して運用されることとなる。 

 ＩＰ電話等事業者側 
ＩＰ位置情報通知共

電

費用を削減するこ

さらに、現システムの運用を終了さ

二重経費を解消すること

よって、ＩＰ位置情報通知共通システムへ早期に移行する

運用を早期に終了させることが、ＩＰ電話等事業

イ 消防機関側 
ＩＰ位置情報通知共通システムを導入することにより、ＩＰ電話から

信位置情報、さらには携帯電話からの１１９番通報に係る発信位置情報が

の地図上に表示され

しかしながら、全ての

について、直ちに予算を措

）移行時期に関する検討 

 指令台の改修時期との関係 

消防機関において、

指令

期に合わせることが効率的であると

指令台の耐用年数は１０年～２０年とされており、平均的には１５年程度と

ト調査によると、デジタ

イ 携帯電話からの位置情報通知との関係 
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携帯電話情報通信審議会答申によると、平成１９年４月以降、各携帯電話事業者が新規に提

供する第３世代携帯電話用移動機については、原則としてＧＰＳ測位方式による位置情報通知

 
 ＮＴＴ東西の発信地表示システムとの関係 

 係る発信位置情報通知が、現在の発信地表示システムからＩＰ位置

情

テムへの移行が飛躍的に進むと考えられる。 
  

係で、ＩＰ位置情報通知共通システム導入のための予算

措

から

Ｐ位置情報通知共通システムに移行統合する場合には、当該移行統合時期を勘案して、現シ

時期を早めることが可能となる。 
 

 

関におけるＩＰ位置

情

修等に係る予算

措置要求を行うことが考えられる。 
た場合においては、平成２１年度に指令台の改修等を実施し、平

成２２年度からＩＰ位置情報通知共通システムを導入することが可能となる。 
 

要であると判断した場合には、市町

村

報通知、消

テムでの運用を終了

ることができることとするが、消防機関において市町村合併、指令業務の共同運用の実施、

通システムの導入に係る計画が明確化している場

機能に対応することとされている。 
  また、携帯電話の利用者の機種交換周期は、２年（平成２１年３月）までが４６．８％、３

年（平成２２年３月）までが７９．０％、５年（平成２４年３月）までが９７％とされている。 

ウ

 ＮＴＴ東西の固定電話に

報通知共通システムに移行統合された場合には、ＩＰ位置情報通知共通システムの導入によ

りＮＴＴ東西の固定電話に係る発信位置情報通知を受けることができることになるため、消防

機関のＩＰ位置情報通知共通シス

特に、現在、ＮＴＴ東西の発信地表示システムを導入している消防機関については、発信地

表示システムのための費用削減との関

置が認められ易くなると考えられる。 
そのため、ＮＴＴ東西の固定電話に係る発信位置情報通知が現在の発信地表示システム

Ｉ

ステムの運用終了

エ 消防機関における準備期間との関係 

 ＩＰ位置情報通知共通システムは平成１９年４月１日から開始されるが、個別の消防機関と

してＩＰ位置情報通知共通システムの導入を判断するために、他の消防機

報通知共通システムの運用状況を少なくとも１年間は見極めることが考えられる。 
導入の必要性を判断した場合には、平成２０年度に、消防機関が指令台の改

直ちに予算措置が認められ

（３）移行スケジュール 

消防機関として、ＩＰ電話等事業者の負担も勘案し、現システムによる発信位置情報通知の

必要性について見直すこととする。発信位置情報通知が必

の財政部局へ指令業務の効率化を十分に説明した上で予算措置要求を行い、ＩＰ位置情報通

知共通システムへの早期移行に努めることが適当である。 
 その上で、ＩＰ電話等事業者の負担、指令台の改修時期、携帯電話からの位置情

防機関における準備期間等との関係を総合的に勘案し、ＩＰ電話等事業者は、ＩＰ位置情報通

知共通システムが開始される平成１９年４月１日から３年後の平成２２年３月末までは現シス

テムでの運用を行うこととし、原則として、平成２２年４月以降に現シス

す

指令システムの更新及びＩＰ位置情報通知共

合には、現システムの平成２４年３月までの運用延長を行うものとする。 
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